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船荷証券についての一考察
来住哲
はしがき
現行の貿易取引では，代金決済は国際荷為替制度を利用しているため，貨
物そのものではなく，貨物を表象した船積書類を用いて決済されている。ま
た貨物の受渡しも船積書類の授受によって行なわれている。このように船積
書類は現行の貿易取引においてはきわめて重要な役割を演じている。しかし
ーロに船積書類といっても，その内容は商品の種類，取引慣習および各国の
統制法規などによって多種多様であるが，一般に主要船積書類といわれてい
るものは海上運送貨物を証券化した船荷証券 (Billof Lading; B/L)貨物の
海上運送中の危険担保を具証した保険証券 (InsurancePolicy)および貨物の
明細ならびに計算を明らかにし，代金請求書の役割をも果たす商業送り状
(Commercial Invoice)の三者である。このことは商業荷為替信用状統一規則
(1951年）ほど明確ではないが，荷為替信用状統一規則 (1962年）において
も，また C.I. F.契約における義務的書類として英法上においても認めら
れている。
そこで，そのうちから船荷証券を採り上げ，（1）船荷証券の意義および機能，
(2)船荷証券の記載事項，（3）現行の貿易取引において使用されている各種の船
荷証券を述べることによって，貿易業者が是非知っておかなければならない
点を明らかにしたい。
第一船荷証券の意義と機能
船荷証券 (Billof Lading; B/L) とは運送品の受取もしくは船積を確認し，
揚地においてそれと引換えに運送品を引渡すことを約束した受取証であり，
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かつこれの裏書および引渡しによって運送品の所有権を移転しうるところの
(1) 
有価証券すなわち権利証券 (Documentof Title)である。
英法上では，「船荷証券とは船舶上に積み込まれた物品の受取書であって，
物品を運送することを約した者またはその代理人によって署名され，物品の
船舶への引渡しおよび船舶側における受取に関する諸条件を記載しているも
のである。船荷証券はそれが署名され，そして引渡しが行なわれるに先立っ
て作成されるものであるから，それは契約書ではないが，契約の条件に関す
(2) 
る認証書である」とされ，そしてその機能として「前述の物品の受取書なら
ぴに契約書の条件に関する認証書であるということに加えてそれなくしては
物品の引渡しを受けることができない権利証券 (Documentof Title) であ
(3.） 
る」とされている。
米国においては，通常，船荷証券は次の三つの目的または機能をもつもの，
すなわち「船荷証券は物品の受取に対して，運送人が発行した受取書であり，
また運送人と荷送人との間の運送契約であって，そしてそれによってカバー
された財産権を所持人に与える形式（指図式船荷証券）であるならば財産移
(4) 
転のための流通証券として役立つところの権利証券である」とされている。
さらにわが国の法上の定義では「船荷証券とは運送品の受取または船積み
を確認し，これを海上運送して指定港において証券の正当所持人に引渡すべ
(1) 詳細は拙稿「指図式船荷証券と記名式船荷証券(1)」関西大学商学論集第 2巻第
1号， 70~73頁を参照されたい。
(2) Sir Willfam Lennox McNair and Alan A. Mocatta, Q. C., Scrutton on 
Charterparties and Bills of Lading, 16th ed. 1955, p. 10. 
(3) John Samuel-Gibbon, M. A., I'._ayne's Carriage of Goods by Sea, 5th ed., 
1949, p. 9; J. L. Brierly, Anson's Law of Contract, 20th ed., 1952, p. 283. 
(4) Charles A. Taff, Ph. D., Traffic Management Principles and Practices, 
1955, p. 93; Newton Morton and Frank H. Mossman, Industrial Traffic Ma-
nagement, 1954, p. 144; William S. Shaterian, Export Import Banking, 2nd 
ed., 1956. p. 84; Hugh W. Babb. LL. B. and Charles Martin, J. S. D., Bu-
siness Law, Revised ed., 1955, pp. 110~111; Philip MacDonald, Practical 
Exporting and Importing, 2nd ed., 1959, pp. 238~239. 
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(5) 
きことを約する有価証券をいう」とされている。従来，わが国では，「船荷証
券は運送品の船積みを確証し，指定港においてこれを証券の正当所持人に引
(6) 
渡すことを約した有価証券であって，法上当然の指図証券である」とされ，
この解釈がもっばら認められていたが，現在では前述のように「船荷証券は
運送品の受取もしくは船積みを認証するものという解釈が一般的である。ま
(7) 
た英国でもこのような解釈をとる者が多くなっている。
このように，若千の解釈相違はあれ，船荷証券が揚地においてそれと引換
えに運送品を引渡すことを約した物品の受取書である点においてはなんら異
ならない。しかし，運送契約書であるかどうかについては英国および日本で
は運送契約書ではなく，運送契約に関する認証書または覚書という解釈が強
く，米国では運送契約書であるという解釈が強いようである。確かに船荷証
券の裏面に記載された免責約款 (ExceptionClause)は一方的であって，その
意味においては運送契約書とはいいにくいが実質的には運送契約書の役目を
果している。しかしこの契約条件が実際に適用されるか否かは運送契約の当
事者ではなく，裁判官が行なうものであって，運送契約の当事者は案外無関
心である。すなわち荷送人や荷受人は問題が起こって，始めて約款を読むと
いう程度で，それに精通している者は少ない。
(8) 
さらに船荷証券は，ラテンアメリカの一部を除いて，権利証券である点に
おいては異論はない。船荷証券は当該貨物を表象したものであるから，証券
の取得者は船荷証券上の所有権を取得すると同時に貨物上の所有権を取得す
る。このように，船荷証券ほ貨物の所有権を表象化する有価証券であり，そ
(5) 小町谷操三「海商法要義（中巻 1)」昭和11年， 100頁；田中誠二「新版海商
法」昭和41年， 224~225頁；石井照久「海商法」昭和39年， 271頁；森清「海商
法原論」 11版，昭和23年， 146~147頁；樋貝詮三「海商法提要」 5版，昭和 3年，
143~145頁；小町谷操三・窪田宏「海商法（上巻）」昭和35年， 103頁；上坂酉三
「新訂貿易実務」昭和40年． 208頁；浜谷源蔵「船荷証券と傭船契約書〔改訂増補
版〕」昭和37年， 6頁。
(6) 松波仁一郎「海商法」大正4年， 347頁；住田正一「海商法通論」 3版，大正
15年， 150~156頁；矢野剛「船荷証巻の研究」 6版，昭和13年． 1頁。
(7) Clive M. Schmitthoff, The Export Trade, 4th ed., 1962, pp. 306~307. 
(8) 詳細は新堀聰「貿易売買入門」昭和41年， 221~240頁を参照されたい。
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の裏書 (Endorsement) および引渡しによって，貨物の所有権が譲渡移転で
きるところの流通証券でもある。ただこの点については，わが国では船荷証
券は当然の指図証券であるから，裏書禁止の文言がないかぎり，裏書によっ
て譲渡できるが，英米独仏では当然の指図証券ではないから，裏書譲渡でき
ない場合もある。
第二船荷証券の記載事項
(I) 法定記載事項
船荷証券については商法上一定の事項を記載することが必要であるとされ
ており，また国際海上物品運送法においても同様の規定がなされている。こ
(1) 
れを法定記載事項といい．わが国商法上では次の事項が掲げられている。
(1) 船舶の名称および国籍
(2) 船長が船荷証券を作らざるときは船長の氏名
(3) 運送品の種類，重量もしくは容積およびその荷造の種類，箇数ならぴ
に記号
(4) 傭船者または荷送人の氏名もしくは商号
(5) 荷受人の氏名もしくは商号
(6) 船積 港
(7) 陸揚港ただし発航後傭船者または荷送人が陸揚港を指定すべきときは
そのこれを指定すべき港
(8) 運送賃
(9) 数通の船荷証券を作りたるときはその数
uo) 船荷証券の作成地およびその作成年月日
但） 発行者の署名
これらの記載事項は国際海上物品運送法が適用されない場合であるが，国
(2) 
際海上物品運送法が適用される場合の法定記載事項は次のようなものである。
(1) 商法第 769条。なお，各項目の内容については西島弥太郎「船荷証券論」昭和
29年， 16~27頁；田中誠二「前掲書」 239~242頁を参照されたい。
(2) 国際海上物品連送法第 7条第 1項。なお，各項目の内容については小町谷操三
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(1) 運送品の種類
(2) 運送品の容積もしくは重量または包もしくは個品の数および運送品の
記号
(3) 外部から認められる運送品の状態
(4) 荷送人の氏名または商号
(5) 荷受人の氏名または商号
(6) 運送人の氏名または商号
(7) 船舶の名称および国籍
(8) 船積港および船積みの年月日
(9) 陸 揚 港
(10) 連 送 賃
(1) 数通の船荷証券を作ったときほ，その数
U2) 作成地および作成の年月日
ただし，受取船荷証券の場合は(7)および(8)は除かれる。また，法定記載
事項のうち，運送品の種類，運送品の容積もしくは重量または包もしくは個品
の数および運送品の記号については荷送人の書面による通告があれば，それ
(3) 
に従って記載しなければならないが，この通告が正当でないと信ずぺき正当
な理由がある場合，また正確であることを確認する適当な方法がない場合や
運送品またはその容器や包装に表示されている記号が航海の終了時まで判読
(4) 
に堪えない場合にはこのような記載を拒絶することや不知約款 (Unknown
「統一船荷証券法論」昭和33年， 343~350頁；山戸嘉一「国際海上物品運送法」昭
和33年， 112~118頁を参照されたい。
(3) 国際海上物品運送法第8条第 1項。
(4) 運送人は運送品の内容，重量，容積，・中味の数量，品質，種類，荷番号，副荷
印および価格などについて責任を負わない旨を船荷証券に明示している約款を不知
約款という。この約款は連送人が内容の相違や変化，また中味の数量不足を知らな
いで荷受けした場合にのみ有効とされるもので，運送人がその事実を知っておれば，
たとえ船荷証券に不知約款が記載されてあっても事故摘要 (Remark)を明記してお
かないかぎり，責任を免れることはできない。たとえば船荷証券にトランジスタラ
ジオと記載されているのに，引渡物品が石炭ガラであっても，運送人が荷受けの際，
その事実を知らないかぎり，運送人は免責される。
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(5) 
Clause) を記載することが認められている。このように船荷証券の流通性の
増大をはかるために，運送人がむやみに不知約款を船荷証券に挿入しないよ
うにはかられているが，一方，荷送人は運送人に対して通告が正確であるこ
とを担保することが要求されており，もしそれが虚偽のものであるならば，
(6) 
荷送人は無過失賠償責任を負わなければならない。
国際海上物品運送法上の船荷証券も，商法上の船荷証券と同じく，その記
載事項を不可欠のものとしていない。これは傭船者または荷送人が通常記載
を請求しうる事項を定めたもので，その 1• 2の記載を欠いても，船荷証券
の本質を害しないかぎり，それは無効とならない。これに対し，船荷証券を
厳格な要式証券と解し．法定記載事項の一つを欠いても無効とする説もある
(7) 
が，一般には有効説が採られている。
(II) 任意記載事項
船荷証券には前述の法定記載事項のほかに，（1）本船航海番号，（2）着荷通知
先，（3）運賃．（4）運賃支払地および為替換算率，（5）船荷証券番号，（6）普通約款
(General Clause)または免責約款 (ExceptionClause; Negligence Clause), 
(7)特別約款 (SpecialClause)などの種々の任意事項が記載されているが．そ
の多くは貨物の船積みより陸揚・荷渡しまでの船主の権利義務に関する諸条
項を列挙的に印刷している普通約款である。そして，これは大部分，船主の
責任を免除または軽減するための条項であるので，免責約款ともいわれてい
る。普通約款ほ船荷証券の表面および裏面に印刷されている約款で，すべて
の積載貨物に共通のものであるが，特別約款は特殊の貨物に生じやすい損害
に対する免責や事故摘要など船主の免責事項かまたは権利拡張事項のみを規
定している約款で，船荷証券の余白に特に記入したり，またはゴム印で押印
したりして，普通約款を変更，補充，排除するために用いられるものである。
特別約款が挿入されれば，特別約款が当然普通約款よりも優先する。
(5) 国際海上物品運送法第8条第 2項。
(6) 無過失責任ともいわれ，損害の発生について故意や過失がなくてもその賠償責
任を負うことをいう。
(7) 詳細は田中誠二「前掲書」 245~246頁；石井照久「前掲書」 273~274頁；小町
谷操三・窪田宏「前掲書」 110~111頁を参照されたい。
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このように，船荷証券にはその表面や裏面に，船主の権利の拡張や義務の
免除が記載されているが，過去においてはあまりにも免責約款が多く，船主
は運賃を受け取るだけで，なんらの債務ももたないとさえ言われた。そこで，
19世紀末には船主と荷主との間に免責約款をめぐって紛争が演じられ， 1882
年の国際法協会のリバプール会議および1885年のハンプルグ会議において船
荷証券法ないし免責約款の統ーなどについて討議されたが，各国の利害関係
の対立から，その実現をみなかった。このほか， 1887年のロンドン会議， 1888
年のプリュッセル国際商法会議およびゼ・ノア海法会議などでも討議されたが，
日の目をみるに至らなかった。しかし1893年に米国は契約の自由を制限して，
船主と荷主間の利害の調和を目的とする立法を制定するに至った。これがハ
ーター法 (HarterAct) である。しかるに，同年の国際法協会のロンドン会
議ーでは多数の船主出席のもとに決議され，ハーター法と対立的な結果をみる
に至った。しかしながら，ハーター法の制定が英国植民地立法に大なる影響
を与えるに及んで，英本国もこれを無視することはできず，にわかに船荷証
券法の統一に努めるようになった。そこで国際法協会も船荷証券法の統一に
努め，ハーター法と英属領諸国の法を基礎として船荷証券法の統一草案を作
成し，こ・れを1921年9月のヘーグ会議に提出し，その成立をみるに至った。
これが有名な1921年ヘーグ規則 (TheHague Rule, 1921)であるが，しかし
この規則の採否ほ任意であったため，ほとんどその実効がなかった。
そこで，船荷証券法の統一問題は国際法協会より万国海法会 (Commite
Maritime International)に移され，条約草案を1922年のプリュッセルの国際
外交会議に提出し，討議の結果，「船荷証券に関する国際条約の基礎案」が成
立したが，なお不十分な点もあったので，委員会で再検討することになり，
それに修正と施行上の規定が加えられ，船荷証券条約案となった。そして，
1924年 8月25日に， 「船荷証券についての若干の規定の統一に関する国際条
約」，（InternationalConvention for the Unifi.cation of Certain Rules relating 
to Bills ・ of Lading) （以下船荷証券統一条約という）の条約案に対する署名
を求めるためにベルギー政府より各国政府に提出され，わが国はじめ英米独
仏など26カ国がこれに署名した。ついで， 1930年にベルギー，スペイン，ィ
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ギリス， 1936年にフランス， 1937年にアメリカ， Jレーマニャ， 1938年にイタ
リア， 1939年にドイツ， 1956年にオランダなどがこの条約を批准し各国の国
(8) 
内立法化が行なわれた。わが国も 1957年にこれを批准し，その内容を採り入
れて国内法を制定した。これが昭和32年 (1957年） 6月13日法律第 172号と
して公布された国際海上物品運送法であり，昭和33年 (1958年） 1月 1日よ
り実施されるようになった。このようにして船荷証券統一条約は世界法とな
ったが，そのねらいとするところば荷主の利益保護のために，免責約款を制
限し，運送人（船主）の責任を強化することにあったといわれ，これによっ
て船主と荷主の相反する利益の均衡を保ち，公正かつ公平な地位における取
(9) 
引を可能ならしめるものであるといえよう。
(10) 
免責約款の内容や逐条解説は専門書に譲るが，運送人は自己または使用人
が運送品の受取，船稜み，積付，連送，保管，荷揚げおよび引渡しならびに
船舶の堪航能力について注意を怠ったことによって生じた運送品の滅失，損
傷または延着いわゆる商業過失については損害賠償の責任を免れることはで
(11) 
きない。ただし，（1）海上その他可航水域に特有の危険，（2）天災，（3）戦争，暴
動または内乱，（4）海賊行為その他これに準ずる行為，（5）裁判上の差押，検疫
上の制限その他公権力による処分，（6）荷送人もしくは運送品の所有者または
その使用する者の行為，（7）同盟罷業，怠業，作業所閉鎖その他の争議行為，
(8)海上における人命もしくは財産の救助行為またはそのためにする離路もし
くはその他の正当な理由にもとづく離路，（9）運送品の特殊な性質または隠れ
た欠陥9(10)運送品の荷造または記号の表示の不完全，（1)起重機その他これに
(8) わが国では海上物品運送が外国に及ぶ場合にのみ限定し，内国沿岸貿易の場合
は留保約款によって条約は適用されない。また生動物や甲板積貨物，さらに非締結
国において締結された海上運送契約および傭船契約（船荷証券または準船荷証券の
発行および流通がない場合）については条約は適用されない。
(9) 山戸嘉ー「前掲書」 7頁。
(10) 浜谷源蔵「船荷証券と傭船契約書（改訂増補版）」 17~64頁； 津田昇「船荷証
券」昭和33年， 135~214頁；布藤豊路・米田謹次郎「海運実務指針」 35~42頁；安
達博吉「英文船荷証券約款の研究」 BusinessEnglish, Vol. XVIII, No. 1 ~XX. 
No. 9を参照されたい。
(11) 国際海上物品運送法第3条第 1項および第 5条。
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船荷証券についての一考察（来住） (95) 11 
準ずる施設の隠れた欠陥などがあったことおよび運送品に関する損害がその
(12) 
事実によって通常生ずべきものであることを証明したときは免責される。こ
れに対し，船長，海員，水先人または運送人の使用者の航行もしくは船舶の
取扱いに関する行為または船舶における火災（運送人の故意または過失にも
とづくものを除く）いわゆる航海過失または海技過失によって生じた損害に
(13) 
対しては免責される。なお，運送人が免責の特約を行なっても，荷送人，荷
(14) 
受人または船荷証券所持人に不利なものは無効とされる。いずれにしても，
免責約款ほ荷主にとって重要な意味をもっているから，これをよく検討すべ
きである。
なお，参考のために船荷証券の雛型を示し，それを簡単に解説しておこう。
〔解説〕
船荷証券のフォームは各船会社によってそれぞれ異なるが，その記入事項
はほとんど異ならない。いま，この書式について説明すると，①船荷証券番
号，③荷送人，⑧荷受人で，ここでは Order なる文言が用いられているか
ら，指図式船荷証券である。厳密にはこれは単純指図式であるから，白地裏
書によって所有権は移転する。これは信用状または売買契約書の記載文言に
よるわけであるが，可能なかぎり指図式船荷証券を使用すべきであり，特に
このような単純指図式 (toorder)を用いるか，または荷送人の指図式(Order
of Shipper)を用いるべきである。 〔後述〕④着荷通知先 (NotifyParty)で，
荷揚地の運送人（船会社）が実際の荷受人に貨物の到着を通知するための便
宜に供するものである。しかし，着荷通知先を記載したからといって，連送
人が着荷通知先に通知する義務を負うものではない。⑥船名，⑥船積港，⑦
荷揚港，⑧最終仕向地，この場合は荷揚港と仕向地とが同ーであるため，記
載する必要はない。⑨運賃支払場所で，⑯と関連を有し，この場合は神戸で
運賃支払済 (FreightPaid) であるから， 元地払または運賃前払 (Freight
Prepaid) である。⑩船荷証券の発行通数で，通常，複本3通が発行される。
(12) 国際海上物品運送法第4条第 2項。
(13) 同上第 3条第2項。
(14) 同上第15条。
12 (96) 船荷証券についての一考察（来住）
いずれも正本 (Original)で，写し (Copy)ではない。⑪荷印および荷番号，
⑫個数，⑬品名，⑭重量，⑮才数，そしてこの重量とオ数は公認の検定機関
によって検量・検オされたものであるから，検定機関が発行する容積重量証
明書 (Certificateand List of Measurement and/or Weight)に記載されて
いる重量およびオ数と同ーでなければならない。⑯運賃支払方法で，運賃を
輸出地で既に支払ったことを示している。これに対し，運賃が着地払である
ときは， Freight (to) Collect（取立運賃または運賃向払）とか FreightPa-
yable at Destination（運賃到着地払）と表示される。⑰運賃算定の基礎で，
この貨物ではオ数が基礎となっている。⑱運賃率，⑲運賃額，⑳船荷証券の
発行地および発行年月日で，この日付が現行では船積日とみなされ，契約履
行上きわめて重要なものである。なお，＠は外観上良好な状態で貨物が甲板
上に積み込まれたことを証しており，船積船荷証券 (Shipped [on Board] 
Bill of Lading) であることが示されている。また⑫は⑩の発行通数と関連
し，複本 1通が使用されると，他の複本は無効となる旨が明記されている。
元来，船荷証券による貨物引渡しは必ずしも複本全通に裏書して差し出す必
要はなく，その 1通に裏書して差し出せば有効に行なわれるものである。そ
こで運送人は複本 1通が正当に裏書され，差し出された場合には，他の船荷
証券所持人より貨物の引渡しの請求がないかぎり，当該貨物を引渡してもよ
く，これによる損害に対して責任を負わない。したがって銀行や買主は通常，
信用状などに Fullset of clean on board bill of lading.…..と表示して，
船荷証券の全通の提出を求めている。このほか，表面や裏面にこまかく記載
されているものは船主の権利義務に関する約款でぁって，主として免責約款
である。
、船荷証券は元来船長もしくは船会社が作成し，発行すべきものであるが，
実際には船荷証券を迅速に発行するため，また記載の誤りを防ぐための便宜
から，通常，税関貨物取扱人（輸出業者の代行）が船会社から船荷証券のフ
ォームを入手し，これに必要事項を記入してあらかじめ船会社に提出してお
き，本船受取証 (Mate'sRecepit; M/R)もしくは貨物受取証 (CargoReceipt) 
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を入手すると，それを直ちに船会社に差し出すか，あるいは必要事項を記入
した船荷証券のフォームにそれを添付して差し出すことによって，船会社か
ら船荷証券の交付を受けている。
第三船荷証券の種類
(I) 船禎船荷証券 (Shipped[on Board] B/L)と受取船荷証券 (Received
[for Shipment] B/L) 
この区別は従来発行手続上すなわち船荷証券の発行が貨物の積み込まれた
後か否かによってなされるというのが一般的解釈であったが，現行ではむし
ろ船荷証券に記載された積込みについての文言によって区別されるというの
(1) 
が通説である。
船積船荷証券 (Shipped[on Board] Bill of Lading)とは貨物が特定船舶に
(2) 
現実に殺み込まれた時に発行されるもので，現行ではほとんどこの証券が用
いられており，荷為替信用状統一規則もこの船荷証券をもって，基本原則と
(3) 
している。この証券には貨物船積条項として次のような文言すなわち “Shi-
（荷送人名）
pped in apparent good order and condition by.................. on board the 
vessel……のように船舶甲板上に荷送人によって外観上良好な状態で積み込
まれたことが明記されている。このように，船積船荷証券ほ貨物の船積後，
本船受取証 (Mate'sReceipt; M/R)にもとづいて発行されるものであるか
ら，積換えされないかぎり，荷受人は物品を確実に受け取ることができるの
で，荷受人にとっては有利である。
これに対し，受取船荷証券 (Received[for Shipment] Bill of Lading) と
は荷為替取組の関係で，船荷証券を早期に獲得したい場合，碇泊中または未
着の船舶への積込みを予想し，運送業者の指定場所への引渡しによって発行
されるもので，挽言すれば本船以外の場所で船積以前に運送業者によって貨
(1) Clive M. Schmitthoff, op. cit., p. 310;石井照久「前掲書」 274頁；山戸嘉
-「前掲書」 107頁；浜谷源蔵「前掲書」 10~11頁。
(2) わが国商法第 767条。
(3) 荷為替信用状統一規則第18条。
14 (98) 船荷証券についての一考察（来住）
物が受け取られた時に発行されるものである。したがって，本船受取証はな
く，単なる貨物受取証 (CargoReceipt)によって発行される。この証券には
貨物受取条項として次のような文言すなわち Received in apparent good 
（荷送人名）
order and condition from………………for shipment on,. the steamer…...の
ように，船舶への積込みのために荷送人から外観上良好な状態で受け取った
ことが明記されている。しかし，この証券でも，実際に貨物が本船に積み込
まれた後．この証券に船積みの事実ならぴに船積月日を裏書した場合（これ
を一般に OnBoard Notation という）には，これを船積裏書付き船荷証券
(On Board No血tion[or Endorsement] Bill of Lading)といい，実質的には船
(4) 
積船荷証券と全く同ーである。これに関し． OnBoard B/Lと ShippedB/L 
(5) 
とは異なると解する説もあるが，荷為替信用状統一規則の規定ならびに現行
(6) 
の取引実態よりみて異なると解する必要もないし，また解すべきではない。
さて，受取船荷証券は定期航路の発達による船会社の要請と輸出業者の貿
易金融上の要求によって発達したもので，両者にとっては有利であるが，他
面輸入業者にとっては特定期間内に現実に船積みされたことが証明されず，
その結果，貨物の到着時期が不正確のため商機を逸し，はなはだしい時には
(4) 荷為替信用状統一規則第18条；国際海上物品運送法第 7条第 2項。
(5) Shipped B/Lは貨物が券面記載の特定船舶に現実に船積みされたことを表示
した船荷証券をいい， OnBoard B/Lとは ReceivedB/Lに “OnBoard Nota-
tion’'を付記されたものをいうとしている。（高山勝秀「外国為替」昭和33年， 139
~140頁）
(6) 荷為替信用状統一規則第18条では「信用状に他に異なる明示のないかぎり，船
荷証券には貨物が本船上 (OnBoard)に積み込まれている旨の表示がなければな
らない。本船への積込みは onboard bil of ladingによっても，あるいは運送人
またはその代理人が日付を記し，署名もしくはイニシアルを記した積込済みの付記
によっても，これを証明することができ，この付記の日付けは本船への積込みかつ
積出しの日とみなされる」と規定し，船積船荷証券として ShippedB/Lの代りに
On Board B/Lを用いており， On Board Notationの場合に限定していない。
なお，詳細は浜谷源蔵「ShippedB/LとOnBoard B/Lとは異なるか」 Business
English Vol. XVI No. 11, 4 ~ 5頁を参照されたい。
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(7) 
船積みを約束しながら現実に船積みされない場合もあり，非常な損失をきた
すことになる。また銀行でも適当な時期に担保物を占有することができない
ため，受取船荷証券の使用は不利である。このように，船会社および輸出業
者と銀行および輸入業者との利害関係は相対立するものであるが，受取船荷
証券が法的効力すなわち物権的効力のある有価証券として認められ，信用状
取引上慣用され，その担保性，流通性が十分に認められるならば問題はないで
(8) 
あろう。各国の信用状規約および信用状統一規則 (1951年）が受取船荷証券
を正当な証券と認めたことは前述のことを立証したものといえるであろうが，
米国解釈のように，受取船荷証券を全面的に承認することには大いに疑問が
(9) 
ある。この点，荷為替信用状統一規則(1962年）も信用状統一規則と異なって，
従来正当な船荷証券として取り扱われていた受取船荷証券を受理しうる証券
のうちから完全に削除し，この取扱いは個々のケースにまかされることにな
(10) 
った。わかりやすくいえば，受取船荷証券は信用状に特に明記のないかぎり，
銀行はこれを受理しないことになった。このことは英国が従来より強く主張
していたものであり，信用状統一規則を採択しなかった理由の一つでもあっ
た。しかし英国も1924年イギリス法では受取船荷証券の代りに権利証券なる
名称のもとに受取船荷証券の発行を認めようとしているし，また船荷証券統
一条約も，権利証券の名称のもとに受取船荷証券の発行を認め，これに後日
正式な船積船荷証券と同一の効力をもちうる可能性を与えようとし，船積船
(11) 
荷証券を原則とし，受取船荷証券を例外的なものとしているようである。
なお，米独仏今（仏には反対の判例もある）では受取船荷証券をおおむね正
当な証券としてその受理を認めているが，実際取引上では米国を除いて，各
(7) これにはやむをえず船積みできない場合と市価の変動によって意識的に船積み
しない場合がある。
(8) 信用状統一規則第19条。
(9) 拙稿「輸出業者の立場より見たる商業荷為替信用状取扱上の問題点(2)」関西大
学経済論集，第 5巻第 7号， 75~76頁を参照されたい。
(10) 拙稿「荷為替信用状統一規則 (1962)改訂と現行貿易取引上の問題点」 Busi-
ness English Vol. XX No. 9, 13~14頁を参照されたい。
(11) 山戸嘉一「前掲書」 108頁。
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国の銀行ほ受取船荷証券を受理せず，船猿船荷証券のみを受理し，買主およ
び自己の被むる危険を回避している。また，わが国でも大審院判決（大正15
年 2月 2日）では認められなかったが，昭和33年 1月 1日から国際海上物品
運送法が実施されるようになったため，この効力が発揮され，法律上受取船
(12) 
荷証券を認めるようになった。しかし実際取引においてほ用いられていない。
しかし受取船荷証券の一種である米国からの棉花の積出しに用いられる
“Port”or“Custody”BILほ信用状に異なる明示がないかぎり，従来通り
'(13) 
受理されることになっているし，コンテナ船による運送が盛んになってくれ
ば実際取引上においても受取船荷証券を認めるようになるか，あるいはコン
テナ船による運送の場合にのみ，この証券を認めることになるのではなかろ
うか。なお現在のところ， コンテナ輸送につれて，すでに ContainerB/Lま
たは SeaVan Stowage B/Lという用語が使用されている。しかし Conta-
iner B/L 自体の性格が不明確であり， 特に陸海通し船荷証券については種
々問題があるため，今のところ統一した解釈はない。そこで ContainerB/L 
を利用するときは，売主は買主と交渉し，信用状面にそれを許容する旨の文
言を記載させることが大切である。
このように信用状に ContainerB/Lが許容されているならば， Container
B/Lはもちろん受理されるが，現行の荷為替信用状統一規則では本船への積
(14) 
込みを証するものでなければならないから，米国系の船会社などが受取船荷
証券を発行したときには OnBoard Notationを行なうことが必要である。
しかし現状ではほとんど船積船荷証券を発行している。また信用状に conta-
iner B/Lの許容の文言があっても，船荷証券面に “Ondeck" の摘要があ
れぼ，銀行ほこの証券の受諾を拒否するであろう。しかし実際にはコンテナ
(12) 国際海上物品運送法第 6条第 1項では「運送人，船長または運送人の代理人は
荷送人の請求により，運送品の船梢後遅滞なく，＇船積みがあった旨を記載した船荷
証券の 1通または数通を交付しなけれぽならない。運送品の船積前においても，そ
の受取後は荷送人の請求により，受取があった旨を記載した船荷証券の 1通または
数通を交付しなければならない」としている。
(13) 荷為替信用状統一規則第17条。
(14) 荷為替信用状統一規則第18条第 2項。
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(15) 
船によるときは船荷証券に甲板積みを表示しないそうである。
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(II) 指図式船荷証券 (OrderB/L)と記名式船荷証券 (StraightB/L) 
この区別は船荷証券面に記載された荷受人を表示する文言によってなされ
る。すなわち，船荷証券面に特定の荷受人を記入しないで， ‘‘Order,""Order 
of X’'または ‘‘Xor Oder"という文言が表示されているならば指図式船荷
証券 (OrderB/L)であり， ‘‘Unto X"のように特定の荷受人が記載されて
いるならば記名式船荷証券 (StraightB/L) である。この分類は1916年の米
国船荷証券法 (TheUnited States Bill of Lading Act)の規定によってなさ
れたものであるが，英国ではこのような名称による分類は行なわないで，流
通（式）船荷証券 (NegotiableB/L)と非流通（式）船荷証券 (Non-negotiable
(1) 
B/L)の区別のもとに述べられており， 記名式船荷証券は船荷証券に記載さ
れている物品を特定の荷受人に荷渡しすることを指示している米国の用語で
(2) 
あるとしている。
船荷証券を指図式にするか，記名式にするかは特約または慣習のないかぎ
り荷送人（売主）の任意とされている。また荷受人の資格についてはなんら
の制限はなく，船荷証券に荷受人の氏名が記載される場合にも，その者は必
ずしも運送契約の当事者以外の第三者であるを要せず，荷送人が同時に荷受
(3) (4) 
人になってもよい。このことは英米独仏においても認められており，現行で
はむしろこれが常例である。
さて，指図式船荷証券 (OrderBill of Lading) とは流通（式）船荷証券
であって，荷受人またはその指図人に荷渡しすべき旨を記載している船荷証
(15) 小峯登「信用状統一規則」昭和42年， 128頁。
(1) 拙稿「指図式船荷証券と記名式船荷証券(I)」関西大学商学論集第2巻第 1号，
77頁，注19を参照されたい。なお実際取引では船荷証券の正本 (Original)を Ne-
gotiable,写し (Copy)を Non-negotiableと呼んでいるが，この区別と混同しては
ならない。
(2) L. E. Walton, Foreign Trade and Foreign Exchange, London, 1956, p. 
97. 
(3) 小町谷操三「海商法要義（中巻 1)」153頁。
(4) 拙稿「前掲論文」 75頁以下を参照されたい。
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券をいい，通常この証券が用いられている。この証券には単純指図式 (to
order)，記名指図式 (toorder of X)および選択指図式 (Xor Order)など
の形式があるが，通常次のような形式のものが使用されている。すなわち(1)
to order, Notify…,..（指図人。ただし着荷通知先何某） （2) to order of shi— 
pper（荷送人の指図式） （3) to order of X Company (the buyer) (X会社
〔買主〕の指図式） （4) to order of X Bank (the negotiating bank) (X銀
行〔手形買取銀行〕の指図式） （5) to order of X Bank (the collecting [L/C 
opening] bank) ((X銀行（取立銀行〔信用状発行銀行〕）の指図式）） （6) to 
order of X Company (the agent of the shipper) (X会社〔荷送人の代理人〕
の指図式）があり，そのほかに toorder of X Company (the agent of the 
buyer, the payer, the subpurchaser and the forwarder or the forwarding 
agent) ex会社〔買主の代理人，手形支払人，再購入者および回漕業者〕の
指図式）も稀に見受けられる。しかし，いずれの形式をとるかによって，そ
(5) 
の流通性および担保性が異なるから注意しなければならない。単純指図式の
(6) 
場合には白地裏書 (BlankEndorsement; Endorsement in blank)によって，
(7) 
また銀行や買主の指図式のような記名指図式の場合には記名裏書 Special
(5) 詳細は「指図式船荷証券と記名式船荷証券(II)」関西大学商学論集第2巻第2
号70~83頁，または WilliamS. Shaterian, op. cit., pp. 114~117を参照された
1,‘o 
(6) 白地裏書とは被裏書人 (Endorsee)については何も記載しないで，裏書人
(Endorser)の署名だけをするものをいう。これを例示すれば ForX & Co., Ltd. 
(signature) 
.............. 
となる。 Director 
(7) 記名裏書とは被哀書人の氏名または商号を記入し，裏書人がこれに署名するも
のをいう。これを例示すれば Deliver to Messrs A & Co., Ltd. 
For X & Co., Ltd 
(Signature) 
Director 
Deliver to the order of Messrs. A & Co., Ltd. 
For X & Co., Ltd. 
(Signature) .... 
Director となる。
or 
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Endorsement)によって荷渡しが行なわれる。 したがって，裏書された船荷
証券を善意に取得したとすれば，その取得者は誰であろうとも，当該証券上
の所有権を取得すると同時に，物品上の所有権を取得することができる。た
とえ，その証券が盗取されたものであっても，また裏書の連続中に偽造の署
名があっても，それを知らずに購入したところの取得者は保護される。そし
てこの証券は転々と流通することができ，またその所有権は白地裏書または
記名裏書によって移転する。記名裏書の場合には裏書が連続しておらなけれ
ばならないが，白地裏書の場合には裏書の連続の必要はなく，一度裏書され
ると，その後は単に証券を引渡すだけで，その所有権は移転する。一般に白
地裏書が多い。
さらに重要なことほ運送人は指定された荷受人によって正式に裏書された
船荷証券あるいは銀行連帯の保証状 (Letterof Guarantee)を受け取らない
かぎりまたそれらを受け取るまでは当該船荷証券によってカバーされた物品
を引渡さない。もし運送人が物品を引渡し，当該船荷証券の受取ないし取消
しを行なわないならば，運送人は有償かつ善意に当該船荷証券を購入した者
が受けた損害に対しては責任を免れることはできない。また，指図式船荷証
券では荷受人の保証状は運送人を満足させない。このことは荷送人を保護す
るのみでなく，銀行のような中間当事者をも保護する。したがって，指図式船
荷証券は通常担保証券として扱われる。なお，指図式船荷証券に作成される
場合は輸入業者または回漕業者を着荷通知先 (NotifyParty) として記入し，
仕向地の運送人が実際の荷受人に物品の到着を通知させるための便宜に供す
ることが多い。特に単純指図式においてはこれを記載するのが常例であるが，
この記載を欠いても船荷証券の効力には影響はない。
次に，記名式船荷証券 (Straight.Billof Lading) とは荷受人にのみ荷渡
しすべき旨を記載している船荷証券をいい，現在稀にしか用いられていない。
この船荷証券が運送人またはその代理人によって発行されたならば，荷送人
はもはや物品上の所有権はもっていない。ただし UntoShipperのように，
荷送人自身が荷受人となっている場合はこのかぎりではない。
さて記名式船荷証券については英米独仏とわが国との間に取扱上の相違が
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ある。すなわち英米独仏の制度では記名式船荷証券は裏書による移転を認め
ず，非流通（式）船荷証券として取り扱われているが，わが国では船荷証券
をもって当然の指図証券としているから，記名式であっても裏書禁止の文言
が記載されていないかぎり，裏書によってこれを譲渡することができる。こ
のように，わが国では単純記名式と裏書禁止の記名式があり，前者では当然
の指図性が認められ，指図式船荷証券と同一に取り扱うことができるが，譲
渡に際しては一々正式裏書を必要とするから流通上の不便は少なくない。後
者が一般にいわれる記名式船荷証券で，英米独仏の記名式船荷証券はこれに
当たり，裏書による譲渡移転性を認める単純記名式の船荷証券の存在は例外
といわなければならない。なお，裏書禁止の記名式船荷証券（以下記名式船
(8) 
荷証券という）の権利移転は指名債権の譲渡方法によることが必要である。
記名式船荷証券は荷送人が貨物の所有権を喜んで引渡すときに作成される
ものであるから，運送人またはその代理人はこの船荷証券が荷受人に引渡さ
れる前に貨物がすでに仕向地に到着している場合には，船荷証券の引渡しを
受けないでも，荷受人が保証状を差し出すことによって，物品を荷受人に引
渡す。もちろん，この場合にほ船荷証券に指定された荷受人であるというエ
ヴィデンスが必要であって，運送人はその所持人の真否を調査する義務を負
うとともに正当な荷受人であることが立証されるかぎり，物品を引渡す義務
を負う。しかし運送人はこのような引渡しを行なっても第三者に対してなん
ら責任を負うものではない。したがって，記名式船荷証券は貨物の所有を管
理しないし，またそれは貨物の表象として安心して取り扱われないかもしれ
(9) 
ない。それゆえに，この船荷証券は通常担保として取り扱われないであろう。
さらに記名式船荷証券が売却されたとしても，指定荷受人に物品を引渡す
前に，船荷証券の本来の荷受人がその売却について運送人に注意を喚起した
(8) Clifford M. Hicks, Business Law, New York, 1952, p. 287;小町谷操三「前
掲書」 176頁（注 1)を参照されたい。そして指名債権譲渡に関しては我妻栄「債
権総論（民法講義IV)」昭和25年， 249~258頁；石田文次郎「債権総論」昭和18年，
210~220頁を参照されたい。なお，米，仏，わが国の指名債権の譲渡方法について
は拙稿「指図式船荷証券と記名式船荷証券(I)」82~83頁を参照されたい。
(9) Hugh W. Babb and Charles Martin, op. cit., p. 110. 
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のでなければ，また貨物の引渡しを受けるところの購入者の名前を運送人
に通知したのでなければ，運送人は購入者に対して責任がないであろう。こ
のことは非流通証券の有償善意の所持人になることはできないということで
ある。なお，この証券にも種々の形式，すなわち，（1)Unto the shipper (2) 
Unto the buyer (3) Unto a foreign custom house broker (4) Unto the 
shipper's foreign agent (5) Unto X bank (the negotiating bank) (6) Unto 
(10) 
X bank (the collecting bank)があるが，いずれの形式をとるも記名式船荷
証券は荷送人にとっては貨物の所有権を喪失させ，また担保としての効力を
発揮することはできないので，運送人が特定地のために指図式または流通
(11) 
（式）船荷証券の発行を拒絶している場合かまたは買主より代金の前払いを
受けている場合かあるいは委託販売の場合にのみ使用すべきであろう。
現行の貿易取引では信用状による決済が多いため，いずれの形式をとるか
は信用状の記載文言によらなければならないが，できるかぎり指図式船荷証
券を使用すべきであり，特に単純指図式もしくは荷送人の指図式を用いるこ
とが望ましい。
cm) 無故障船荷証券 (CleanB/L) と故障付船荷証券 (Foulor Dirty 
B/L) 
この区別は船荷証券面に事故摘要 (Remark)が記載されているか否かによ
ってなされる。すなわち，船荷証券面に船積みした物品の包装，数量その他
についてなんらの事故や故障が記載されていない船荷証券を無故障船荷証券
(Clean B/L) といい，これに対し，なんらかの事故摘要が記載されている船
荷証券を故障付船荷証券 (FoulB/L; Dirty B/L)という。従来，無故障船
荷証券は積荷の外装についてなんらの瑕疵または疑いがなく，外観上良好な
状態で (inapparent good order and condition)積み込まれたことを表示し
ている船荷証券をいったが，現在では前述したように，積荷の外装のみなら
(10) これらの内容については拙稿「指図式船荷証券と記名式船荷証券(Il)」83~89
頁または WilliamS. Shaterian, op. cit., pp. 118 ~ 120を参照されたい。
(11) ヴェネズエラ，コロンビア， ドミニカ共和国およびホンジュラスでは記名式船
荷証券を要求している。
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〔書式〕 補償状 (Letterof Indemnity) 
Form No. 078 
24th February 68. 
To the Manager, _____________________ 19 ---------・------------ ------
TAIYO KISEN KAISHA, 
Kobe Branch 
Dear Sir, 
In consideration of your -issuing us (me) clean Bills of Lading for the 
undermentioned goods, for which exceptions have been inserted in the rela-
tive Mate's Receipt as indicated below, we (I), the undersigned, hereby un-
dertake and agree to pay, on demand, any claims that may arise on the goods 
made by the consignee, or by any person to whom the documents are endo-
rsed, and also to indemnify you against al consequences arising therefrom. 
We (I) consent to this Letter of Indemnity being disclosed to under-
writers on application. 
The Ship" 
Port of loading 
B/L No. 
KS-1 
Marks 
＆ 
Nos. 
Description 
of goods 
Number of 
Packages 
Weight or 
Measurement 
Exceptions 
inserted in 
the M/R 
Printed in Japan 
A 
Yours faithfully. 
Kishi Trading Co., Ltd. 
(Signature) 
.............................・・・▼・・・•-・・・・・・・・・・・・・ 
Maru," Voy. No. sailing on 
Port of discharge 
Kobe, Japan 
Shippers 
Director 
25th February 1968. 
Sydney 
Kishi Trading Co., Ltd. 
A 
3935 
SYDNEY 
CI No. 1 / 8 
MADE IN JAPAN 
WHITE POPLIN 
8 Cases 
2,937 Lbs. 117'-6" 
i,  
"One Case broken" 
＇ 
Form L/G C 
く35.3. 100) 
船荷証券についての一考察（来住） (107) 23 
ず，通常，船荷証券に記載されている免責約款以外に，荷送人に特に不利な
(1) 
摘要が記載されていない船荷証券をいうようになっている。
現行の荷為替決済では，銀行は故障付船荷証券を担保として受け取るのに
(2) 
危険を感じ，心よく買取に応じてくれないから，故障付本船受取証の場合には，
荷送人は直ちに補償状 (Letterof Indemnity)を船会社に差し入れて，故障
(3) 
付船荷証券の代りに，無故障船荷証券を発行してもらわなければならない。
(IV) 海洋船荷証券 (OceanB/L)とローカル・船荷証券 (LocalB/L) 
海洋船荷証券 (OceanB/L) とは国外の海上運送において発行される船荷
証券をいう。これに対し，地方運送において発行される鉄道貨物引換証や内
水路運送貨物引換証をローカル船荷証券 (LocalB/L) ということもあるが
（運送地域による分類），最初の運送人が通し運送貨物の全運送区間に対する
通し船荷証券を発行した場合に，接続の運送人が下請運送人として最初の運
送人を荷送人および荷受人とする各自の区間に対する船荷証券を発行するこ
とがあり，この船荷証券をローカル船荷証券という。
CV) 通し船荷証券 (Through.B/L) 
二つ以上の異なる運送機関によって運送され，しかもそれらの運送機関の
間に陸海，海々または海陸連絡運送契約が締結されている場合，最初の運送
人が全運送路に対して発行する船荷証券を通し船荷証券 (ThroughBill of 
Lading)という。このように通し船荷証券には陸海通し船荷証券，海上積替
えのみの通し船荷証券および海陸通し船荷証券があるが，海上積替えのみの
船荷証券は貨物が海上運送の途中において積替えが行なわれるという点から
積替船荷証券 (TranshipmentB/L)ともいわれる。通し船荷証券のもとでは
通し運送に従事した運送会社は連帯で責任をもたなければならないが，通常，
(1) 詳細は小峯登「前掲書」 36~71頁を参照されたい。
(2) 荷為替信用状統一規則第16条第 1項では「無故障船積書類とは貨物および／ま
たはその包装に瑕疵のある状態を明らかに示している付加条項または但し書のつい
ていないものをいう」とし，第2項で「銀行ほ，信用状面に受理できる条項またほ
但し書が明示されていないかぎり，このような条項または但し書のある船積書類を
拒絶する」としている。
(3) 詳細は65頁を参照されたい。
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船荷証券に各自の運送区間のみ責任を負う旨の約款を付記している。
英法では全運送路の運送業者に求償できるならば有効であるが， 中間港
(1) 
(Immediate Port)で発行された通し船荷証券は有効でないとされており，特
約ないし慣行のないかぎり，この証券の使用を認めていない。また Warsaw
Oxford Rules も英法と同趣旨であるが，ただ，発行地点を船積港 (Portof 
(2) 
Shipment)に限定していない点が英法と異なっている。さらに船荷証券統一
(3) 
条約および国際海上物品運送法では受取船荷証券も有効と認めているから，
海上の積替えのみの通し船荷証券はもちろん，陸海通し船荷証券も有効と解
して差し支えないものと思われる。しかし荷為替信用状統一規則では船会社
もしくはその代理人が発行する通し船荷証券の使用を認めているが，鉄道業
(4) 
者が発行する陸海通し船荷証券の使用を認めていない。しかしながらコンテ
ナ船の運航が盛んになるにつれて陸海通し船荷証券が用いられるようになる
のではなかろうか。なお現在のところ， ContainerB/Lでも陸上運送人の作
成した通し船荷証券は陸上運送人が船会社の代理人の資格において発行した
ものでないかぎり，あるいは特に授権されたものでないかぎり，受理されな
いものである。また買主が ContainerB/Lを許容する旨を信用状に明記し
たとしても，.Container B/Lは doorto doorの通し船荷証券を意味すると
は現在のところ確定されていないから，買主がそれを望む場合には“Through
Container B /L’' と信用状に明示し，また陸上運送人の発行のものを認める
ならば，そのように指図すべきであろうという小峯氏の意見はもっともであ
る。
(VI) 略式船荷証券 (ShortForm B/L) 
船荷証券面に記載されている細かい約款を省略した船荷証券を略式船荷証
券 (ShortForm Bill of Lading) といい，米国ではかなり使用されている。
(1) Sale of Goods Act第32条コメント。 Paul Sieghart, Chalmer's Sale of 
Goods Act., 1893, 13th ed., 1957, p. 113. 
(2) Warsaw Oxford Rules, Rule 7ー(IV)
(3) 荷為替信用状統一規則第17条および第19条。
(4) 荷為替信用状統一規則第17条第 2項。
(5) 小峯登「前掲書」 130頁。
船荷証券についての一考察（来住） (109) 25 
しかし，船荷証券が文言証券であるという点から，その有効性に疑問がある。
荷為替信用状統一規則においても，これらの使用は特定国の特殊事情による
ものであるとし，これに対する規定はなされず，その取扱方法は個々のケー
スにまかされている。しかしながら，この使用に反対した英国でも最近はわ
ずかながら使用されているようであり，この証券の使用については再検討さ
れることになろう。
(VII) 傭船契約船荷証券 (Charter-PartyB/L) 
傭船契約にもとづいて貨物が船積みされたときに発行される船荷証券を傭
船契約船荷証券 (Charter-PartyBill of Lading) といい，定期船貨物につい
て発行される一般の船荷証券とは区別される。この証券には，通常，「運賃そ
の他の条件はすべて傭船契約による」 (Freight and al other conditions -as 
per charter party)などの文言を記載して，傭船契約の記載の条項が同時に
船荷証券の所持人にも拘束しうるよう配慮されている。したがって，銀行は
傭船契約そのものについて満足しないかぎり，この証券を正式な担保物件と
はみなしていない。
（珊） 回漕店（発行）船荷証券 (Forwarder'sB/L) 
回漕業者 (;Forwarder)または運送仲立業者 (ForwadingAgents)が自己の
名と勘定において発行する船荷証券を回漕店（発行）船荷証券 (Forwader's
Bill of Lading)という。これは単に回漕店の貨物受取証とみなすべきもので．
運送人に対してなんらの拘束力もなく，また銀行に対してもなんらの効力を
もつものではなく，非譲渡性のものである。もちろん回漕業者や運送仲立業
者が船会社の代理人として発行した船荷証券はここにいう回漕店（発行）船
荷証券ではない。現在米国でも船会社発行の船荷証券と間違われやすいため，
Forwarder's B/Lにかえて Forwarder'sRecepitが用いられているとのこと
(1) 
である。
(]X) 帆船積み船荷証券 (SailingVessel's B/L) 
帆船により貨物が運送される場合に発行される船荷証券を帆船積み船荷証
券といわれるが，現行では帆船により貨物を連送することは慣習でなくなっ
(1) 小峯登「前掲書」 84頁。注(][)
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ているので，前述の傭船契約船荷証券や回漕店船荷証券とともに，信用状に
(1) 
特に許可されていないかぎり，その提供は拒絶されるものとされている。
ex) 赤船荷証券 (RedB/L) 
船荷証券と保険証券が結合された船荷証券をいい，保険思想の幼稚な時代
および地方においてみられたもので，現在では発行されていない。これは積
荷が航海に関する事故によって損害を生じたときに，船会社が損害を填補す
るものであるが．通常．船会社は保険者と包括的に保険契約を締結している
から，実際上ほ保険者が損害を填補することになる。
なお船荷証券について注意したいことほ効力喪失の船荷証券 (StaleB/L) 
のことである。これは船積後相当日数を経過した船荷証券のことをいい，銀
行はこの受入れを拒否することができる。このことは船荷証券をそれ自体の
問題ではなく．荷為替取組みにおいて大いに関係をもつものである。この点
についてほ別の機会に述べたい。
さらに稜載貨物が少量で，最低運賃を課するに至らないときは船荷証券に
代えて小口貨物受取証または荷物運送状 (ParcelReceipt)が発行される。こ
の受取証ほ必ず記名式に作成しなければならず，またそれには通常，荷為替
取組，質入．売買譲渡などができない旨が付記されているから．それは船荷
証券とは異なり単なる貨物の受取りを示す証拠証券であって．有価証券では
なく，非流通のものである。しかしその記載事項および運送契約当事者の権
利義務については船荷証券とほとんど異なるところはない。しかしながら，
荷送人はこれを用いることによって，最低運賃を適用されることを免れるし，
さらには小包郵便による割高運賃を避けることができるので，決済を要する
貨物の場合は別として．見本，自家用品，引越貨物などの運送に対してはこ
の方法を用いる方が賢明である。
あとがき
以上．船荷証券について貿易業者が是非知っておらなければならない点に
ついて説明を加えたが，なお免責条項についての研究やコンテナ輸送に伴な
(1) 荷為替信用状統一規則第17条第 1項。
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う各種の船荷証券の取扱いなど種々の問題が残されている。しかし，貿易取
引を行なう業者はせめて上述の点ぐらいは充分理解しておいて欲しい。
5月10日
